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資料１：設置要綱 第1条 

 

１．白井市在宅医療・介護連携、
認知症対策推進協議会の目的 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
続けることができるよう、地域包括ケアシステム
の構築に向け、医療、介護及び福祉の関係機関
が連携して在宅医療及び介護を一体的に提供
できる体制および認知症に対する早期診断・
早期対応に向けた支援体制の構築を推進する
ため、白井市在宅医療・介護連携、認知症対策
推進協議会を設置する。 



・白井市の現状やあるべき姿（目標）、 

 今後の方針について話しあう場 

・在宅医療と介護連携、認知症対策に関 

 する事項について、意思決定し、政策化 

 する場 

・各部会からの提案について、協議し決定 

 する場 

協議会の具体的な内容 



地域包括ケアシステム ・・・ 
＊２０２５年（平成３７年）を目途に 
 

＊高齢者の尊厳の保持と自立生活   
 の支援の目的のもとで、可能な限 
 り住み慣れた地域で、 
 

＊自分らしい暮らしを人生の最期ま 
 で続けることができるよう、地域の 
 包括的な支援・サービス提供体制  
 の構築を推進 



医療依存度が高くても、認知症症状が進んでも、出
来るだけ、住み慣れた地域の「住まい」で、自分の
「暮らし」が続けられるようにする。 
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２．白井市の高齢化の現状 
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※H27国勢調査データ
はH29.3.14時点 



国勢調査にみる白井市の現状 ２ 
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今後10年間の人口推計 
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出典：H32,H37推計値・・・
H26.12白井市発行『人口
推計報告書』 



【出典】介護給付費実態調査 H27.11審査分-全国 

図 性別・年齢階級別の介護保険受給者数及び人口に占める受給者数の割合 

65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90-94 95歳- 

80歳代後半になる
と、女性の半分、男
性の３人に１人が介
護保険の受給者 



※将来推計人口と介護度別分布の推移より白井市が推計 
（出典：第6期 白井市高齢者福祉計画・白井市介護保険事業計画） 

H27年～H37年で、認定者が約２倍 
（要介護３～要介護５の重度者は約２．１倍増）  



認知症高齢者の数は、2025年に推計700万人 

全国 
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介護を受けたい場所 最期を迎えたい場所 

②病院 

①自宅 

③施設 

①自宅 

②病院 



３．在宅医療・介護連携 
推進事業について 

 



（１）在宅医療・介護連携推進事業とは 
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白井市在宅医療・介護連携、
認知症対策推進協議会 

厚生労働省ＨＰより引用 



在宅医療・介護連携推進事業  
８つの事業項目の取り組み順序 

(ア)地域の医療・介護の資源の把握 

(イ)在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

(ウ) 

切れ目のな
い在宅医
療と在宅介
護の提供
体制の構
築推進 

(エ) 

医療・介
護関係者
の情報共
有の支援 

(オ) 

在宅医
療・介護
連携に関
する相談
支援 

(カ) 

医療・
介護関
係者の
研修 

(キ) 

地域住
民への
普及啓
発 

(ク) 

関係市
区町村
の連携 



（２）市のこれまでの取り組み 





•在宅医療の実施状況、認知症への対応等、実態把握調査実施（Ｈ28） 

（ア）地域の医療・介護サービス資源の把握 

•白井市在宅医療・介護連携、認知症対策推進協議会の設置（Ｈ29） 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

•千葉県地域生活連携シートの活用促進 ※入退院時の情報提供用紙 

•救急時情報共有シートの試行運用（Ｈ28） 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

•医療機関からの退院支援調整、住民からの相談を地域包括支援センターで対応 

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

•多職種連携を目的とした研修会を平成26年度から開催 

（カ）医療・介護関係者の研修 

•印旛保健所管内自治体担当者（8市町）、県担当者による広域連絡会に参加 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

各事業項目の取り組み内容 



平成26年度 第1回 
地域包括ケアシ
ステムを知ろう 
三菱ＵＦＪリサー
チ＆コンサルティ
ング 岩名 氏 

第２回 
認知症につい
て学ぼう 
 
初石病院 
唐崎 院長 

第３回 
在宅医療の実
際 
 
もりやクリニック 
江間 医師 

平成27年度 第１回 
一緒に作ろう 
白井の地域包
括ケア 
県リハビリテー
ションセンター 
田中 氏 

第２回 
高齢者リハビリ
の考え方 
 
聖仁会病院  
リハ科長 
根上 氏 

第３回 
在宅療養にお
ける薬剤師の
役割 
アインファーマ
シーズ 薬剤師 
金谷 氏 

平成28年度 第１回 
薬剤師と考える
認知症支援 
 
セコメディック病
院 伊藤認知症
看護専門看護師 

第２回 
高齢者救急の
現状と課題 
 
西白井消防署 
中村救急救命士 

第３回 
スムーズな 
入退院時支援 
 
市内外４病院 
ソーシャルワー
カー４名 

第４回 
訪問歯科診療 
 
 
竜角寺歯科医院 
菊地院長 

（カ） 医療・介護関係者の研修 
    『白井市多職種連携研修会』の開催実績  



（３）今年度の進め方 
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平成29年度  
ワーキンググループの設置について(案) 

在宅医療・介護連携、認知症対策推進協議会 

（ 事業項目(イ)に該当 ） 

認知症対策 

部会 

救急時情報 

連携部会 

※項目（エ）に該当 

多職種連携 

研修企画部会 

※項目（カ）に該当 

※ワーキンググループについては、継続を含めて年度ごとに検討する。 
 （テーマ案：地域住民への普及啓発、入退院時支援、ＩＣＴの活用など） 
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４．認知症初期集中推進  
  事業について 
 



総人口（人） 63,404人 

６５歳以上人口（人） 15,429人 

高齢化率（％）  24.3％ 

介護保険認定者（人）  1,913人 

高齢者人口に対する認定率（％）  12.4％ 

認知症高齢者日常生活自立度Ⅱa以上(人)※１  1,204人 

認定者に対する認知症高齢者の割合（％）   62.9％ 

白井市の認知症高齢者の現状 
（Ｈ２９．4月１日現在）  

※１「認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱa」とは 

 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが見ら
れても、誰かが注意していれば自立できる状態。 （例：たびたび道に迷
う、買物や事務、金銭管理などそれまでできたことにミスが目立つ等。） 
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認知症総合支援事業※平成３０年度にはすべての市町村で実施 

 （１）認知症初期集中支援推進事業 

 （２）認知症地域支援・ケア向上事業 

 

（１）認知症初期集中支援推進事業 

【目的】 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れ
た地域の良い環境で暮らし続けられるために、認知症の人やそ
の家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置
し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築することを目
的とする。 

認知症初期集中支援推進事業 



厚生労働省ＨＰより引用 



●初期集中とは？● 

「初期」 

①認知症の発症後のステージとしての病気の早期段階 

②認知症の人へのかかわりの初期（ファーストタッチ） 

「集中的」 

おおむね６ヶ月を目安に本格的な介護チームや医療につなげ
ていくことを意味する。 

 

●チーム員の構成● 

チーム員は、一定の条件を満たすサポート医１名以上と医療保
険福祉に関する国家資格などを有する者のうち、一定の実務
経験を有し、国が定めた研修を修了した者２名以上 

 

 



●訪問支援対象者● 

訪問支援対象者は、40歳以上で、在宅で生活しており、かつ

認知症が疑われる人または認知症の人で以下のア、イのい
ずれかの基準に該当する者 

ア 医療サービス、介護サービスを受けていない者、または  

  中断している者で以下のいずれかに該当する者 

 （ア）認知症疾患の臨床診断を受けていない者 

 （イ）継続的な医療サービスを受けていない者 

 （ウ）適切な介護保険サービスに結びついていない者 

 （エ）診断されたが介護サービスが中断している者 

イ 医療サービス、介護サービスを受けているが、認知症の 

  行動・心理症状が顕著なため、対応に苦慮している。 
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H29 年度 白井市における認知症施策の概要 

 

 

 

 

・認知症予防につながる取組みの充実 

 

 

 

 

・早期段階での相談の促進と相談体制の整備 

・早期発見・早期診断につなげる仕組みづくり 

・医療・介護・地域包括が連携した認知症ケア体制の向上 

・介護者の負担軽減 

 

 

 

 

・認知症サポーターのフォローアップ 

・徘徊者への対策 

・分かりやすい情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)認知症予防事業の推進 

○介護予防教室の実施 

（脳いきいき教室 脳の元気度測定 脳のぐっどアップ講座、認知症予防講話・ファイブコグ検査） 

１ 認知症予防の推進 

２ 認知症高齢者と介護者への支援体制の構築 

３ 認知症高齢者やその家族が暮らしやすい地域づくりの推進 

(1)早期段階での相談の促進と相談体制の整備 

●各地域包括支援センターに認知症地域支援推

進員/認知症コーディネーターの配置 

◎認知症の正しい理解の普及啓発の推進（ケアパ

スの完成・普及・相談の流れの明確化・資源の整

理・多職種協働研修に併せて相談拠点への認知症

ケアパス普及協力依頼） 

(2)早期発見・早期診断の仕組みづくり 

●認知症初期集中支援チーム設置に向けた検討 

◎認知症疾患医療センターとの連携強化 

 

(1)認知症サポーター養成講座などの開催・支援 

○認知症サポーターの養成 

○認知症サポーターフォローアップ研修 

（認知症パートナー養成講座） 

(2)認知症の人や介護者を支える地域ネットワー

クの構築 

○家族会の支援 

◎認知症カフェの開催と家族介護支援 

●徘徊模擬訓練の実施（大山口小学校区大松自治

会をモデル地区として実施） 

(2)普及啓発事業の推進 

○認知症啓発月間等を設定し、全市的な啓発事

業・講演会・メモリーウォークの実施 

◎市ホームページ掲載の充実 

 

事業区分/●新規事業，◎拡充事業，○継続事業 

認知症高齢者等対策における課題 認知症高齢者等対策における施策事業 



５．在宅医療に関する 
  アンケート調査の報告 
 



         

在宅医療の提供状況や医療・介護機関の連携体制の実態を
把握し、課題を整理することを目的に関係機関に対して調査
を実施した。       
  

（１）調査の目的 

（２）調査対象 
① 病院 3か所   （回答者は病院長）     
② 診療所 19か所 （回答者は医師）     
③ 歯科診療所 28か所  （回答者は歯科医師）    
④ 訪問看護ステーション 2か所 （回答者は所長）   
⑤ 居宅介護支援事業所 17か所34人（回答者はケアマネジャー全員）
      
        
         

平成28年9月～12月     

    

（３）調査期間 



         

郵送・手渡しによる調査票配布・回収 

病院、診療所、訪問看護ステーションについては、直接回収
を行い、回答内容についてヒアリングを実施。  
       

（４）調査方法 

（５）調査項目 
・診療所や歯科診療所の診療体制 
・在宅医療の実施状況、課題 
・在宅医療が提供できない理由 
・職種ごとの在宅医療に関する関心やイメージ 
・多職種との連携状況   など               
   
        

病院 100％、診療所95％、歯科診療所57％、 
訪問看護ステーション100％、居宅介護支援事業所100％ 
        

（６）回収状況 



往診のみ実施 

2か所 

訪問診療・往診

ともに実施 

4か所 

どちらも行って

いないが、今後

行う予定 

1か所 

実施していない 

（今後も行う予

定がない） 

10か所 

介護施設への

訪問診療のみ

実施 

1か所 

診療所（回答のあった18カ所）の 

   在宅医療実施状況     

Ⅱ調査の結果概要 １．医科アンケート（３）在宅医療の取り組みについて 



実施している 

4か所 

現在は行っていな

いが今後行う予定 

 3か所 

実施して 

いない 

9か所 

歯科診療所（回答のあった１６カ所）の    
    在宅歯科診療実施状況 

Ⅱ調査の結果概要 ２．歯科アンケート（２）在宅歯科診療の実施状況について 



  診療所が在宅医療を実施していない理由 （複数回答） 

理 由 件 数 

外来診療で忙しく、在宅医療を実施する余裕がないから 7 

２４時間３６５日体制は負担が重いから 6 

実施するスタッフがいないから 5 

緊急時に利用できる病床の確保が困難だから 4 

どのように始めたらよいか分からないから 1 

患者からの依頼がないから 1 

技術的に不安があるから 1 

採算がとれないから 1 

その他 3 

Ⅱ調査の結果概要 １．医科アンケート（４） 



 ③在宅医療の負担軽減や業務の円滑な遂行のために有効な取り組み 

項 目 
非常に 
有効 

有効 
あまり効
果的では
ない 

効果的で
はない 

不明 

連携先を紹介してくれる連携拠点機関の設置 11% 72% 6% 0% 11% 

往診の夜間・休日対応を、多数の診療所間で当番
制にする 6% 44% 11% 17% 22% 

急変時の対応（救急搬送等）について事前に確認
する 22% 56% 11% 0% 11% 

診療所医師が病気や研修参加のため不在になっ
たとき、診療を代行する医師を病院から派遣する体
制 11% 56% 22% 0% 11% 

在宅患者の重症度で訪問診療特化型診療所と 
一般診療所が機能分担する 6% 67% 0% 11% 17% 

訪問診療経験豊かな医師との相談・支援関係の 
構築 0% 72% 11% 0% 17% 

多職種との情報交換・顔合わせが定期的にできる
場の設置 0% 61% 11% 11% 17% 
在宅ケアネットワークの体制づくり 0% 78% 6% 6% 11% 

情報共有ソフト等を使ったＩＴツールの活用 0% 56% 11% 22% 11% 
医療制度や在宅医療に関する市民教育 0% 72% 17% 0% 11% 

Ⅱ調査の結果概要 １．医科アンケート（８）在宅医療体制の整備について 



  在宅医療に関する関心やイメージについて 

「在宅医療に関心がある」 

そう思う 少し思う 
あまり 
思わない 

思わない 不明 

診療所医師 22% 11% 33% 33% 0% 

病院院長 100％ 0％ 0％ 0％ 

歯科医師 25％ 50％ 13％ 6％ 6％ 

Ⅱ調査の結果概要 １．医科（９） ２．歯科（８） 共通項目  



  在宅医療に関する関心やイメージについて 

「現在の立場で在宅医療への取り組みを増やしたい」 

そう思う 少し思う 
あまり 
思わない 

思わない 不明 

診療所医師 17% 6% 22% 56% 0% 

病院院長 100％ 0％ 0％ 0％ 

歯科医師 13％ 25％ 31％ 25％ 6％ 

Ⅱ調査の結果概要 １．医科（９） ２．歯科（８） 共通項目  



  在宅医療に関する関心やイメージについて 
  

「在宅（歯科）医療を望む患者は増えている」 

そう思う 少し思う 
あまり 
思わない 

思わない 不明 

診療所医師 33％ 56％ 6% 0% 6% 

病院院長 0％ 67％ 33％ 0％ 

歯科医師 56％ 38％ 6％ 0％ 0％ 

Ⅱ調査の結果概要 １．医科（９） ２．歯科（８） 共通項目  



   在宅医療に関する関心やイメージについて 

「今後、在宅（歯科）医療は推進すべき」 

そう思う 少し思う 
あまり 
思わない 

思わない 不明 

診療所医師 17% 56% 22% 6% 0% 

病院院長 0％ 100％ 0％ 0％ 

歯科医師 50％ 44％ 6％ 0％ 0％ 

Ⅱ調査の結果概要 １．医科（９） ２．歯科（８） 共通項目  



 診療所医師と多職種との連携 

  非常にそう思う そう思う 
どちらとも言
えない 

そう思わない 
まったくそう
思わない 

連携は実施
していない 

ケアマネジャー 
0% 11% 44% 11% 6% 28% 

訪問看護師 
0% 17% 44% 11% 0% 28% 

病院医師 
6% 33% 39% 11% 0% 11% 

薬剤師 
11% 28% 33% 11% 6% 11% 

歯科医師 
6% 22% 39% 17% 6% 11% 

ホームヘルパー 
6% 22% 39% 17% 6% 11% 

Ⅱ調査の結果概要 １．医科（１０）多職種との連携状況について  



診療所医師が多職種と円滑な連携が取れていないと思った理由  
※前頁にて「どちらとも言えない、そう思わない、まったくそう思わない、実施していない」と回答した医師のみ対象） 

項    目 件数 

交流がなく、お互いの顔が見えない 
12 

カンファレンス等の多職種間のスケジュール調整が困難 9 

連携のために集まる機会がない 8 

多職種間での役割分担が不明確で、お互いの専門性や 

限界を理解していない 
4 

医師との連携が難しい（敷居が高い）と思われている 
3 

その他 1 

Ⅱ調査の結果概要 １．医科（１０）多職種との連携状況について  



   歯科医師と多職種との連携 

職種 非常にそう思う そう思う 
どちらとも 
言えない 

そう思わない 
連携は実施 
していない 

ケアマネジャー 
6% 6% 31% 6% 50% 

訪問看護師 
0% 6% 38% 6% 50% 

医師 
6% 13% 50% 6% 25% 

薬剤師 
6% 6% 44% 13% 31% 

Ⅱ調査の結果概要 ２．歯科（９）多職種との連携状況について  



   訪問看護ステーションと多職種との連携 

  

取れている 
どちらとも 
言えない 

取れていない 
連携の必要性感じ

ていない 

病院 100% 0% 0% 0% 

一般診療所 50% 50% 0% 0% 

在宅療養支援診療所 50% 50% 0% 0% 

介護施設 50% 50% 0% 0% 

居宅介護支援事業所 50% 50% 0% 0% 

歯科診療所 0% 50% 50% 0% 

Ⅱ調査の結果概要 ３．訪問看護ステーション（４）他機関との連携状況について  



 （５）訪問看護ステーションが多職種と円滑な連携が取れていない 

    と思った理由について ※複数回答 

項   目 件数 

交流がなく、お互いの顔が見えない 
2 

カンファレンス等の多職種間のスケジュール調整が困難 
1 

医師との連携が難しい 1 

多職種間での役割分担が不明確で、お互いの専門性や限
界を理解していない 0 

連携のために集まる場所がない 0 

その他 0 

Ⅱ調査の結果概要 ３．訪問看護ステーション 



Ⅱ調査の結果概要 ４．ケアマネジャー（６）多職種との連携状況について  

  ケアマネジャーと多職種との連携 

  

非常にそう
思う 

そう思う 
どちらとも 
言えない 

そう思わない 
全くそう 
思わない 

連携は実施
していない 

介護事業所 16% 65% 19% 0% 0% 0% 

訪問看護師 6% 42% 30% 15% 0% 7% 

病院医師 0% 6% 31% 32% 16% 14% 

診療所医師 2% 16% 26% 21% 9% 26% 

歯科医師 0% 19% 21% 31% 4% 26% 

薬剤師 2% 15% 20% 16% 8% 39% 



Ⅱ調査の結果概要 ４．ケアマネジャー  

（７）ケアマネジャーが多職種と円滑な連携が取れていないと 

  思った理由（複数回答） 

項 目 件数 

交流の場がない 16 

誰といつ・どのように連携すればよいのか分からない 13 

医療や介護に関する相互の理解不足 11 

お互いに多忙で連絡がとれない 10 

医療や介護、福祉の制度が分からない 3 

個人情報保護の観点から情報が共有されない 1 

その他 7 



Ⅱ調査の結果概要 ４．ケアマネジャー  

 （８）ケアマネジャー自身が抱いている在宅医療に対するイメージ 

   について 

●他職種との連携・環境 そう思う 
少しそう
思う 

あまり 
思わない 

思わない 

医師との連携は敷居が高いので最低限で済ませ 
たい 

12% 45% 33% 9% 

訪問看護師との連携は敷居が高いので最低限で 
済ませたい 

2% 8% 52% 38% 

地域医療連携部署のない病院との連携は困難で 
ある 

13% 48% 17% 23% 

入院初期にケアマネジャーと医療ソーシャル 
ワーカーの連携は必要である 

35% 36% 22% 7% 

困難事例において地域包括支援センターの活用や
相談をしている 

29% 50% 21% 0% 

多職種と円滑な連携が取れている 17% 50% 33% 0% 

病院スタッフの介護保険制度認識が乏しいと、退院
移行時のトラブルは多くなる 

14% 61% 14% 12% 



Ⅱ調査の結果概要 ４．ケアマネジャー  

●教育 そう思う 
少しそう思

う 
あまり 
思わない 

思わない 

医療知識(用語を含む)の不足が業務に
支障をきたしている 

7% 51% 36% 5% 

医療依存度の高いケースのアセスメント
は苦手意識がある 

11% 38% 41% 11% 

ケアプランは必要に応じて職場内の他
のスタッフと相談しながら作成している 

18% 49% 14% 18% 

ケアプラン作成時には医師、看護師の 
意見を十分もらっている 

1% 44% 31% 23% 

医療知識を学ぶ場（機会）は多い 3% 20% 67% 9% 

教育機会がもっと必要 26% 56% 11% 7% 

研修会や勉強会にはあまり参加できて
いない 

4% 38% 35% 24% 



Ⅱ調査の結果概要 ４．ケアマネジャー  

●体制 そう思う 
少しそう 
思う 

あまり 
思わない 

思わない 

急変時の対応で問題を感じることがある 9% 46% 28% 16% 

急変時の対応について、サービス担当者 
会議などで話し合い、情報を共有できている 

10% 62% 22% 6% 

24時間対応可能な地域の医療資源（訪問 
診療・訪問看護）が不足していると感じる 

27% 41% 25% 7% 

貴事業所において人員増が必要 16% 16% 43% 26% 

貴事業所において、医療依存度が高い 
ケースへの対応能力は向上している 

10% 29% 51% 10% 


